研修出張様式４


研修報告書

	所　　属　本部　　職　種　精神保健福祉士　　氏　名　竹内　一貴

	期　　間　平成22年11月24日～平成22年11月26日

	出張目的　平成22年度日本精神科病院協会学術教育研修会PSW部門参加

	出 張 先　埼玉県県民健康センター　2階大ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


【所感】

　今回の研修会は精神科病院協会主催の研修であるため、精神科病院に勤務している精神保健福祉士の参加が主であった。私自身は病院勤務の精神保健福祉士として勤務した経験がほぼ無いため、病院で精神保健福祉士がどのような役割を担っているのか、また他職種からどのような役割を求められているのかを確認することができ、大変学ぶところが多かった。また、所属機関種別を問わず精神保健福祉士はどのような専門性を持っているのか、またどのような役割を担うのかというような精神保健福祉士としてのアイデンティティについても考えることができた。

　我々が業務を行ううえで最も尊重しなければならないのは、患者や利用者の希望・望みである。その希望や望みが疾病であったり、家族関係であったり、地域性であったりなどの様々な要因で押し込められていたり、実現できないでいる場合に、その困難・障害をともに歩みながらともに解決方法を検討していくことが精神保健福祉士の業務の中で大きなものとなってくると考える。しかし、患者・利用者の希望を実現できるように援助を行っていく過程の中で、我々は様々な知識・経験・人とのつながりなど自分自身が成長することが必要不可欠となる。その基本的な事を再度認識できたこと、また今後の業務に向けての動機付けとなる大変実りの多い研修であった。

【研修要旨】
○会長講演「精神科医療の現状と将来の展望」

　　　　　　　　　　　　　　　　社団法人日本精神科病院協会　　会長　山崎　學　氏

〔内容〕

Ⅰ，精神保健福祉の動向

＊精神に係る入院患者数・外来患者数の推移

　　平成20年度患者数：323,3万人（内、外来患者数：290万人、入院患者数：33,3万人）

＊精神病床入院患者数の疾病別内訳

平成20年

　　　統合失調症・統合失調症型障害及び妄想性障害の患者数は減少しているが、アルツハイマー病・血管性及び詳細不明の認知症の患者数は増加してきている。

＊入院期間、入院患者の年齢分布

　・平成17年の入院期間の調査では5年以上の入院となっている認知症の患者は、8.6万人となっており、今後は認知症患者が長期入院となる可能性は高い。

　　　


　・平成17年の入院患者年齢分布では、65歳以上の入院患者の割合は43％となっている。

　　　　


＊一般診療所数及び精神科標榜診療所数の推移

　・一般診療所の約6％が精神科標榜の診療所となっている。近年精神科クリニックの開業が相次いでいる。

　→クリニックは日中時間帯のみの対応となってしまうので、夜間帯の急変などに関しては精神科病院で対応せざるを得ない。

Ⅱ，認知症

＊認知症入院患者の平均在院日数

　・血管性及び詳細不明の認知症の入院患者の平均在院日数は695.3日と長期化している。今後認知症の社会的入院は増加が見込まれる。また現在外来通院していてBPSDによる入院治療が必要な患者は大勢いる状態。

＊認知症患者の退院

　・認知症の退院患者の転帰

　→家庭に戻るのが全体の約38％となっている。


＊認知症の入院医療の評価について

　・認知症に対する入院医療については、BPSDや身体合併症への手厚い対応が特に必要な入院早期の評価を引き上げると共に、名称を「認知症治療病棟入院料」に改めた。

	認知症治療病棟入院料1

	イ　90日以内の期間　1,450点

	ロ　91日以上の期間　1,180点

	認知症治療病棟入院料2

	イ　90日以内の期間　1,070点

	ロ　91日以上の期間　970点

	認知症病棟入院料1

	イ　90日以内の期間　1,330点

	ロ　91日以上の期間　1,180点

	認知症病棟入院料2

	イ　90日以内の期間　1,070点

	ロ　91日以上の期間　1,020点



　・入院期間が6ヶ月を超える認知症患者に対して、退院支援を行い、当該患者が退院した場合の加算を新設した。


Ⅲ，精神障害者の地域移行と自立支援法

＊精神病床入院患者の状況、在院期間別の転帰

　長期に入院している患者の中で、「受け入れ条件が整えば退院可能」となる患者は2万人程度である。

＊「精神保健医療福祉の改革ビジョン」について

　


　

・「精神保健医療福祉の更なる改革に向けて」概要【平成21年9月取りまとめ】

　　※「精神保健医療福祉の改革ビジョン」の中間点において、後期5か年の重点施策群の策定に向け、有識者による検討を取りまとめた。
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＊「こころの健康政策構想会議」提言書について

　　


＊アウトリーチ支援について

　・アウトリーチ支援実現に向けた考え方
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Ⅳ，自殺対策

＊近年の自殺者の推移

　・平成9年から平成10年の間に自殺者数は急増し、以降3万人超で推移している。

＊各年齢層の死因における自殺の割合

　・20，30代の死因における自殺の割合は高い。

＊自殺の背景としての精神疾患

　・救急病院に搬送された自殺企図者の75%に狭義の精神障害者が含まれる。





Ⅴ，医療観察法

＊医療観察法と精神保健福祉法との関係











Ⅵ，高齢化社会における社会保障

＊高齢化社会の現状

　・2005年時の日本の総人口は約1億2千万人となっており、高齢化率は20.2%となっている。2055年には出生率の低下のため総人口は約9千万人まで減少し、高齢化率は40.5%となる見通し。　

　・高齢者の一人暮らしが増加、家庭内での相互扶助機能は低下している。

〔考察〕

講演を通して、精神科医療の現状と、精神科医療を取り巻く制度の動きについて学ぶことが出来た。私は現在地域で業務を行っているため、精神科病院の現状については自分の目で見ることが少ないのが現状である。講演の中で今後予測される事として、認知症患者の長期入院が今後多くなることが予想される事であった。理由としては症状の変化が少ないこと、BPSDが沈静化しても受け入れ先がないことなどが挙げられていた。在宅から入院に至る際に、支援者が関わっていないケースはほぼなく、何らかの形での支援が行われている事がほとんどである。しかし、入院治療につなげるまでで支援を終結させてしまい、退院後の支援は病院任せという印象がある場合もある。病院はあくまで治療の場であって生活の場ではなく、不要な長期入院になることは患者の不利益となる。その為、入院することが支援の到達点ではなく、病院・地域支援者が有機的に連携し、長期入院とならないよう疾病を持った方を施設・地域で支えて行ける体制作りをする必要があると考える。

○演題Ⅰ「PSWの専門性と関わりの視点～アイデンティティを確かなものへ～」

　　　　　　　　　　　　　　　　京ヶ峰岡田病院　精神保健福祉士　竹中　秀彦　氏

〔内容〕

＊精神保健福祉士の対象領域の広がり












　※精神保健福祉士の対象領域は拡大してきており、上記図のように様々な分野で精神保健福祉士の活躍の場が広がっている。

＊精神保健福祉士の専門性と役割・課題

　・“ソーシャルワーカーとしてのアイデンティティ”は所属機関や年齢（経験年数）などの状況が多様化している現在も変わらない
　　　　　その上に、所属機関によって精神保健福祉士の業務に違い・特徴がある

　　　　　　　クライエントの抱える問題状況の違いに応じ機関の役割（機能）分化がなされてきてい

　　　る


＊精神保健福祉士に求められる資質

　・信頼関係を構築する力

　・専門的面接技術やアセスメント力

　・本人主体の生活支援を総合的に、包括的に提供できるような相談援助能力

　・サービスに関する知識および体験的理解力

　・社会資源の改善及び開発への姿勢

　・ネットワークの形成力

　・チームアプローチを展開する力

　・コミュニケーション技術

　　⇒○当事者や家族に自分の考え・判断を分かりやすく伝える力

　　　○関係者とコンパクトに情報交換できる力

　　　○「インフォーマルな支え手」と上手に関係を作る力


〔考察〕

現在精神保健福祉士の役割が求められる領域は拡大してきている。その中で機関、支援対象者の違いによって、精神保健福祉士に求められるものは異なってくるのではないかと考えていた。しかし、求められる業務・支援が異なったとしても、私たち精神保健福祉士が業務を行う上で主となることは、障害のある人々の社会的復権、生活の質の低下を招く様々な弊害に対して解決のための援助を行うことや、社会参加に向けての支援活動を通して、支援対象者がその人らしいライフスタイルの獲得できるよう援助することであることを改めて実感した。
○演題Ⅱ「入院者を理解すること」を考える

　　　　　　NPO法人じりつ　埼葛北障がい者生活支援センターふれんだむ　所長　岩上　洋一　氏

〔内容〕

＊地域移行支援は国民の課題であり、地域の課題である。その為には以下の事を行う必要がある。

· 地域移行支援は人生の選択権を取り戻すこと

· 社会的復権は、国・都道府県・市町村の指名

· 国民の課題、地域の課題の担い手は？

· 医療機関も選択肢を獲得することになる

· 医療機関の職員と協力する

· いろいろな機関・人との協働

· 地域の課題が新たな生活支援を創出する

＊退院を阻む阻害要因は何か？

　【退院意欲がない？】

　　退院意欲をしまい込んでいる→夢と希望を封印している→

　　　　　　　　　　　　　　　　　　誰の応援があるといいの？→自分の希望を取り戻す

　【家族が拒否している？】

　　病気の悪化は昨日の記憶→家族の現実を本人が知らない→

　　　　　　　　　　　　　　　　　　家族は何を拒否している→家族も選択肢を得る

　【社会資源がない？】

　　社会資源がないから退院できないということはない→この人の為の支援を考えることから始める

　　　　　　　　　　→みんなで知恵を出す→必要なものは創出する、インフォーマルサービスも重要

＊退院した精神障害者の地域定着の為の支援

1 未受診・医療中断への関わり（保健所の本来業務）：医療導入の為の支援

2 未受診・医療中断への関わり（ACTによる生活支援）：医療導入を前提としない支援

3 社会的入院者の退院後のフォローアップ

4 多職種チームのケアが必要な人へのフォローアップ（元来のACT）

5 社会的入院の予備軍　ひきこもりがちな精神障害者への訪問支援

（⑥訪問型自律訓練）

＊ストレングスモデルの重要性～地域で精神障害者が生活することに関しては、支援者側はストレングスモデルの視点を持ち、支援を行う必要がある。

1 精神障害者はリカバリーし、生活を改善し高めることが出来る

2 焦点は欠陥ではなく個人のストレングスである

3 地域をオアシスとして捉える

4 クライエントこそ支援過程の監督者である

5 ケースマネジャーとクライエントの関係性が根本であり本質である

6 われわれの仕事の主要な場所は地域である

〔考察〕

講師の講義については以前、地域移行支援事業の自立支援員の研修会に参加した際に聴講しており、内容についてもテーマは異なるが、同様の内容であった。講義を通して、患者を生活者として捉える視点が改めて重要であるということを認識した。支援者は対象者のニーズを聞き、それを実現できるよう支援を行っていくが、私自身それが現実的な希望でないと考えられる場合にはその希望を押しとどめてしまっていたのではないかと自問自答した。希望がたとえ現実的なものでなかったとしても、共に現実的な目標設定をできるよう関わりを持っていくことが必要であると感じた。

○演題Ⅲ「チーム医療の中のPSW業務～期待される役割～」

　　　　　　　　　　　　　　　　　医療法人社団和敬会　谷野呉山病院　事務局長　門田　晋　氏

〔内容〕

＊病院勤務の精神保健福祉士の役割

　・入院時受療環境調整

　・入院中は関連職種との連携による家族や患者の情報提供と退院支援

　・退院時は地域移行調整と訪問看護などの自立への支援

＊精神保健福祉士の配置は医療サービスの質的向上へつながる

　・専門的な役割【配置】分担により医療サービスの質的向上につながった

　・専門業務を経済的意識を持って、自立支援のプランニング等を行うことで大きく診療報酬増加に貢献する

＊精神保健福祉士の専門性を発揮することで・・・

　　⇒病床回転を促進する

　　　○地域移行支援とリピーター（再入院者）の確保

＊精神保健福祉士が参加した医療・福祉連携は・・・

　・利用者への受療の安心形成へつながる

　・病院の信頼構築と安定経営につながる

＊精神保健福祉士は医療福祉連携の要になり、チーム医療の一員の役割を果たす

　・その為には情報をもち、活用すること。また、社会資源を確保することが必要になる。

〔考察〕

一人の入院患者に精神保健福祉士が関わることができる専門的な部分は限られている。また、他の職種に関しても専門的に介入する部分は限られている。しかし、入院患者への支援の中で最も重要なことは、それぞれの職種が自らの職種専門の見地から患者を捉え、医師の治療方針の基、介入を行い、様々な職種からの支援が一体となり、患者へ支援をすることであり、それがチーム医療である。私たち精神保健福祉士はチーム医療に所属する職種の中では唯一の福祉専門職である。医療の場において福祉専門職が支援を出来ることは、対象者が十分な医療を受けることを阻む要因を解決すること、また入院から退院までの間の関係機関との連絡調整、退院後の地域移行調整などがあげられる。入院患者へ支援を行う中では、適切な治療が可能となり、チーム医療が有効的に機能するためにも、自らの職種の役割を理解し、出来ること、やらなければならないこと、また各職種の役割を常に意識しながら支援を行なう必要があると考える。

○演題Ⅳ「スーパービジョンの必要性」

　　　　　　学校法人聖隷学園　聖隷クリストファー大学　社会福祉学部学部長　佐々木　敏明　氏
〔内容〕

Ⅰ，精神保健福祉の現場でのソーシャルワーカーの必要性

　＊ソーシャルワークの鍵概念となる、【自己決定の原理】はクライエントが生活者として自らの望む生活の仕方、生き方を再構成する「かかわり」と、その為にクライエントとともに生きる生活の場を地域の中に広げ、整えていく「協働」にある。

　　⇒「生活のしづらさ」「生きづらさ」に部分に着目し、アセスメントし、それを補充することが生活全体を見ることにつながる。

　

＊精神保健福祉士は治療を理解しながらも、患者本人の生活に焦点を当てる必要があり、また患者本人の周りにも理解する必要がある。

Ⅱ，ソーシャルワーカーとしての精神保健福祉士

　＊国家資格は必要な業務の範囲と一定の知識や技術を証明するものであり、精神保健福祉士の資格取得そのものがソーシャルワーカーとしての専門性や力量を保証してくれるものではない

　

　＊ソーシャルワーカーの業務は、自らを媒介とした「かかわり」を通して展開するため、学んだ知識や技術は、そのまま実際のクライエントに当てはめるわけにはいかない

　　　　⇒ひとりひとりクライエントは異なるため




Ⅲ，精神保健福祉士の成長と課題

＊初心者

· 現場をよく観る

· 仕事のスタイルを自分で作り出す

· 仕事に対する主観的な合理化を避ける

· 請負仕事をこなすだけでなく、自分の職場の独自の課題や、自分の長所に見合った仕事の仕方、働く場を自分で創り出していく

· クライエントとの関わり、つまずきを通して自己覚知・人間理解を深める

· ひとりのクライエントとじっくりつきあってみる

· 関係職種に伝えることができる力（チームワーク）を身につける

＊中堅者

· 忙しさに自己満足してしまい、自分の経験を絶対化してしまう傾向が見られたりする為、自らワーカーとしての専門性を自覚する必要がある

· 実習生や後輩指導を通して自身の初心者時代を振り返り、謙虚になることと、クライエントを生活者として理解し、自分の言葉で関わり、ワーカーとしての支援を語る努力をする事

· 地域のコーディネーターとして所属機関の枠からでる勇気を持つこと

· セルフヘルプ・グループなどでクライエントの声を聞き、クライエントとの協働から学び続けること

＊ベテラン

· 運営管理の役割を担うとき、周りからの評価や組織の力道に敏感になること

· スーパーバイザーの役割を担う

· 地域の課題を自らの視野に入れること

Ⅳ，スーパービジョンの意義と進め方

＊スーパービジョンの意義

　・目的

　　→スーパービジョンは、あくまでクライエントに対する支援のためにバイジーが専門職としてのアイデンティティを身につけ、ワーカーとしての力量を高め、成長することが目的である

＊スーパービジョンの機能

　・スーパービジョンの3つの機能

1 管理的機能

2 教育的機能

3 支持的機能

〔考察〕

この講義では、PSWとしての基本的なあり方、またスーパービジョンについての内容であった。講演の中で“国家資格は必要な業務の範囲と一定の知識や技術を証明するものであり、精神保健福祉士の資格取得そのものがソーシャルワーカーとしての専門性や力量を保証してくれるものではない”との内容があった。入職当時から理事長はじめ先輩職員から言われている言葉であった。資格を取得した当初は資格をとったことでの満足感があり、「自分は知識をもっているんだ」というような根拠のない自信を持っていたこともあった。しかし業務を行っている中で、わからないことが多くあったり、知っている知識があくまでも知識だけで実践に結びつかないなどが多く、資格はあくまでも資格で自分が業務を行うためには知識が経験と結びついて、それを実践する事と直結しないことを思い知らされた。対人援助職は日々の業務の中に常に学びがあり、それを日々行い、自己研鑽することが成長に繋がるということを改めて実感する内容であった。

【精神科病院等からの退院患者の受け入れについて】


介護入所施設のなかで書くに受け入れ出来なかった事例が存在する。





○受け入れ出来なかった理由


精神症状への対応が不安


他の乳伽とのトラブルが生まれることが不安　　　etc


○受け入れが難しいと思われる対象者像


共同生活上の支障がある


他の入居者への暴力


スタッフへの暴力


経管栄養での栄養接収


過去に共同生活上支障となる行為あり


他科受診の機会・服薬が多い　　　　　　　　　　etc











今後入院患者の50％以上が65歳以上となる。地域移行を図るためには、高齢の精神障害者、高齢の精神障害者で身体合併症に対応できる施設が必要となってくる。











理由としては、地域での受け皿が不足していることが挙げられる。BPSDが減少して医療的には退院できる状態であっても、家族が入院を希望し、退院出来ないケースもある。





T.O.L





C.E.O





【新】認知症治療病棟退院調整加算　　　100点（退院時1回）





平成16年9月に取りまとめられたものは・・・


○「入院医療中心から地域生活中心へ」


○10年間の基本方策


　　・国民意識の変革　　　・地域生活支援体系の再編


　　・精神医療体系の再編　・精神保健医療福祉施策の基盤強化


○10年後における「受け入れ条件が整えば退院可能な者（約7万人）」の解消


○達成目標


　①国民意識の変革の達成目標


　　「精神疾患は生活習慣病と同じく誰もが罹りうる病気であることについての認知度を90％以上とする。


　②精神保健医療福祉体系の再編の達成目標


　　「各都道府県の平均残存率（1年未満群）を24％以下とする」


　　「各都道府県の退院率（1年以上群）を29％以上とする」








◎精神疾患による、生活の質の低下や社会的損失は甚大


◎精神障害者の地域生活を支える医療・福祉等の支援体制が不十分


◎依然として多くの統合失調症による長期入院患者が存在。これは入院医療中心の施策の結果であることを、行政をむくめ関係者が反省。





●「改革ビジョン」の「入院医療中心から地域生活中心へ」という基本理念の推進


●精神疾患にかかった場合でも


質の高い医療


症状、希望等に応じた、適切な医療福祉サービス


　を受け、地域で安心して自立した生活を継続できる社会


●精神保健医療福祉の改革を更に加速





3つの精神医療改革


①医療においても他職種チームやアウトリーチを実現


　他職種チーム医療を提供することで全人的医療が実現できれば、例えば「薬漬け」を減らしていくことが出来る


②救急医療の充実


　速やかに入院医療に結びつけ、出来るだけ談時間での退院を目指す


③専門医療の普及


　専門医療をどの地域でも受けることが出来るよう普及を図る





精神医療改革の進め方


●精神医療の人的配置と診療報酬を一般医療と同等にする。


　→いわゆる精神科特例をなくして一般医療と同等にし、多職種チーム医療やアウトリーチ医療を制度として明確に位置づける。


●当事者が住む場所や医療と生活支援のサービスを受ける権利を失うことがないよう十分な配慮をしつつ、全国の精神病棟を半減する。


　→行政の責任で住居を確保し、地域支援サービスとアウトリーチ医療で支える事で地域生活を支援し、社会的入院を解消していく。





精神障害者の地域生活への移行・地域定着のための支援





精神障害者地域移行・地域定着支援事業


○平成22年度予算：1,670,446千円


○実施主体：都道府県、指定都市


○補助率：1/2











【理念】「地域を拠点とする共生社会の実現


　精神障害者が住み慣れた地域を拠点とし、本人の意向に即して、本人が充実した地域生活を送ることが出来るよう関係機関の連携の下で医療、福祉等の支援を行う。





【支援内容】


　従来の「地域移行支援特別対策事業」について、地域生活への移行支援にとどまらず、地域生活への移行後の地域への定着支援も行う事業への見直し。





○地域移行支援（従来の「地域移行支援特別対策事業」を踏襲）


　受入れ条件が整えば退院可能な精神障害者の退院支援や地域生活支援を行う地域移行推進員を配置すると共に、地域生活に必要な体制整備を促進する地域体制コーディネーターを配置することにより、精神障害者の地域生活への移行を着実に推進する。


　［新規事項］ピアサポーターの同行活動経費を本事業の予算に計上





○地域定着支援（新規事項）※保健所、精神保健福祉センター等の関係機関の連携


　・地域生活を維持する為の支援体制の構築


受診中断者や自らので医師では受診できない者等に対し、医師・保健師等の多職種チームの訪問による治療開始、治療継続等の支援等を行う体制の強化


ex)精神保健センター又は委託先医療機関に「他職種チーム」を設置し、医師の往診を含む訪問による支援


精神的不調や疾病を抱えた若年者（10～20歳代）に対し、より早い段階で適切な支援を行い、必要に応じ精神科医療機関への紹介、治療導入が行えるような包括的支援体制の検討


ex)地域において、若年者やその家族等が心理的にもアクセスしやすい相談体制の構築


（精神保健福祉士、看護師等からなる相談支援体制チームによる相談・紹介業務等の実施）


　・精神障害者の参加による地域住民との交流の促進


　　地域において精神障害者と住民等が直接交流する機会を増やすことにより、精神障害者に対する周囲の正しい理解や行動を促し、更なる普及啓発を図る取組　　　　等





行政機関と医療機関の連携による治療開始・継続の支援





未受診


・受診中断者





　　　　　　　精神疾患患者の


　　　　　　　　　医療の中断


　　　　　　　　　地域での迷惑行為


　　　　　　　　　過程での自傷・暴力・引きこもり　等


　　　　　　　　　　　








早期の支援


治療の継続


地域生活の継続





紹介





支援





保健所等





■保健所等直営又は医療機関委託により「危機介入チーム」を設置


■直ちに入院医療を要さないが、自らの意思では受診しない重症者の紹介を受ける


■支援対象者の支援を、「多職種チーム」に依頼





多職種チーム





医師





看護師


保健師





精神保健福祉士








●保健所等又は医療機関（±訪問看護ステーション）に設置


●医師の往診を含む、訪問による多職種での支援を実施


●受診に同意していなくても、粘り強く訪問して支援


●医療機関への委託による場合、いわゆる「ACT」と行った的なチームとすることも可能





委託


or


直接実施





家族・近隣


生活保護窓口


児童相談所


警察　　等





推　測





地域における自殺既遂者の少なくとも90%に広義の精神障害が認められ、そのうちの約半数がうつ病等


うつ病等・・・・・46%


統合失調症等・・・26%


アルコール


薬物依存等・・・・18%


その他・・・・・・10%











うつ患者は急増中・しかし、4人に3人は医療機関で治療を受けていない











入院


処遇





通院


処遇





精神保健福祉法による支援





障害者自立支援法による支援





医療観察法による入院処遇の間は精神保健福祉法の規定（入院に関する部分）は摘要されない。





医療観察法による通院処遇の間は精神保健福祉法の規定も提要される





医療観察法による処遇の終了後も精神保健福祉法による援助は継続される。





心神喪失等で重大な他害行為





精神疾患の発症





処遇開始





退院・通院開始





処遇終了





ケア密度





時間





司法





教育





労働





企業





発達障害





地域福祉





高齢者





児童





精神保健福祉領域





精神科医療機関





地域生活支援サービス





行政機関





【共通する精神保健福祉士の業務】


・経済問題調整


・家族問題調整


・心理情緒的援助


・情報処理


・機関内会議





常に“誰のための国家資格や組織なのか”を念頭に置き、ひとりひとりが精神障害のある人々の社会的復権と福祉のための専門的・社会的活動の実践を果たし、彼らの生活の質の向上を図るためにも精神保健福祉士は利用者やその家族などに誠意をもって謙虚に向き合い支援していくこととソーシャルワーク実践を続けることが重要である。





現場で経験を積み重ね、自分の関わりを点検しながら必要な専門的知識や技術を学び、成長し続けていく研鑚が欠かせない





そのため





スーパービジョンは、ワーカーとしての成長を支援することと、ワーカーの成長が促進されることでのクライエントが適切な支援を受けられるように保証すること両方に関わる





スーパービジョンが必要
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